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●施策への反映

「緩傾斜堤の設計の手引き」の改訂

河川研究部　海岸研究室長　福濱　方哉

１． はじめに
　海岸の堤防・護岸は、急な傾斜の表のり面をもつ
ものが多かった。そのため、構造物前面の洗掘によ
る施設の倒壊、親水性の低下など海浜利用に対する
障害などの課題が論じられてきた。このような課題
に対して、のり面の勾配を１：３より緩くした場合、
波のうちあげ高が低減し、さらに海浜利用者のアク
セスの向上や表のり面の利用が図られるため、1989
年に「緩傾斜堤の設計の手引き」が発行され、防護・
利用、両面の観点から、緩傾斜堤の採用が進んできた。
　しかし、緩傾斜堤の整備に伴い、浜のない海岸で
は所定の性能が必ずしも見込めないことが明らかに
なってきた。そのため、緩傾斜堤の適用範囲の見直
しを行い、また現場の技術者の工夫を採用すること
ができるよう基準の性能規定化や、これまで得られ
た新たな知見の導入を図るため、海岸研究室では、
河川局海岸室と共同で、「緩傾斜堤の設計の手引き」
を改訂した。

２． 適用範囲の見直し
　緩傾斜堤は、表のり面の勾配を緩くすることから、
直立堤の場合に比べて、表のり面が長くなり砂浜を
覆ってしまい、海浜生物の生息域などを消滅させる
とともに、砂浜自体の利用を妨げる弊害が報告され
てきた。また、緩傾斜堤は、既設の直立堤防の沖側
に緩傾斜の表のり面を設置する例が多いことから、
前浜が狭い海浜では堤脚が海中に位置することにな
り、かえって波のうちあげ高が上昇することも明ら
かにされた。
　そのため、改訂にあたっては、堤脚を干潮面より
高い位置に置くこととし、緩傾斜堤設置後、海岸侵
食などにより 20 ｍ程度の砂浜幅が確保できない場
合には、直立堤の採用等代替工法を含めて検討する
こととした。

３． 性能規定化
　改訂にあたって、現場の技術者の工夫を採用する
ことができるよう性能規定化し、目的を達成するた
めの性能を、「海岸保全基本計画」に定められた防
護水準とし、必要に応じて利用に関する性能を満足
することとした。また、安全性能として、想定され
る高潮、津波、波浪などによる外力に対して安全な
構造とすることとした。あわせて、設計の理解を助
けるべく、設計上・構造上の留意点をとりまとめ、
さらに、1999 年に海岸法の目的に「防護・環境・利用」
の調和が位置づけられたことから、環境に対する留
意事項を記述した。

４． 新たな知見の追加
　「緩傾斜堤の設計の手引」の発行より１０年余の
間に緩傾斜堤に関する新たな知見が蓄えられてお
り、その知見を記述した。
　たとえば、緩傾斜堤は、表のり面の傾斜が緩いこ
とから、波の反射率が小さく、反射による砂浜の侵
食が抑えられるとこれまで考えられていたが、砂浜
の侵食の主要因は岸に沿った方向の漂砂によるもの
であるため、緩傾斜堤の設置により侵食が抑えられ
ない。むしろ砂浜を覆うことで、沿岸漂砂量が場所
的に変化し、設置条件によっては侵食を助長するこ
とが明らかになった。そこで侵食を助長するか否か
を判断するため、等深線変化モデルなど性能の照査
手法を追加した。　
　「緩傾斜堤の設計の手引き」の改訂が、環境・利
用に配慮した海岸保全事業の推進につながるものと
考えている。




